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 平成 16年 12月 16日 
各 位 

 会 社 名  日 本 製 麻 株 式 会 社 

 代表者名  代表取締役社長 中本広太郎 
                                 (コ－ド番号 3306 東証第 2部) 

                   問合せ先 常務取締役 大西清 
                                        （078－332－8251） 

有価証券報告書の訂正について 
 
 平成 16年 12月 16日 付けで、下記のとおり有価証券報告書の訂正報告書を北陸財務局に提出い
たしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
1．訂正する、有価証券報告書 
 有価証券報告書（平成 16年 3月期） 
2．訂正内容 
 「大株主の状況」における中本商事株式会社の所有株式数並びに発行済株式総数に対する所有

株式割合及び「所有者別状況」の注記の箇所をそれぞれ訂正するものであります。 
3．経緯 
  当社は、平成 16年 11月 17日付け北陸財務局からの「有価証券報告書等の記載に係る自主的
な点検について」に従い、有価証券報告書及び半期報告書の点検を実施してまいりました。その

結果、上記について、事実と異なる記載が行われていたことが判明いたしましたので、訂正報告

書を提出したものであります。 
4．訂正箇所 
 有価証券報告書（平成 16年 3月期） 
第一部 企業情報 第４提出会社の状況 １「株式等の状況」のうち（5）「大株主の状況」 
なお、訂正箇所は  を付して表示しております。 
 

 (訂正前)                                         平成 16年３月 31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

中本商事株式会社 
兵庫県神戸市中央区吾妻通 
３丁目１番８号 

6,507 17.72

郡 山 英 子 静岡県磐田市今之浦４―１―１ 1,131 3.08

松井証券株式会社(一般信用口) 東京都中央区日本橋１―20―７ 1,058 2.88

塚 田 正 喜 東京都葛飾区堀切４―16―14 1,046 2.85

東京海上火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 400 1.09

宮 本 音 久 富山県富山市長江３―５―18 394 1.07

木 内 道 征 静岡県富士市天間1461―70 293 0.80

加 藤 寛 一 大阪市住吉区南住吉１―17―９ 236 0.64

島 田   昇 東京都八王子市館町1097―２ 175 0.48

杉 浦   裕 愛知県安城市朝日町10―１ 142 0.39

計 ― 11,383 30.99
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(注) 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が307千株あります。 

 
 (訂正後)                                         平成 16年３月 31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

中本商事株式会社 
兵庫県神戸市中央区吾妻通 
３丁目１番８号 

6,497 17.69

郡 山 英 子 静岡県磐田市今之浦４―１―１ 1,131 3.08

松井証券株式会社(一般信用口) 東京都中央区日本橋１―20―７ 1,058 2.88

塚 田 正 喜 東京都葛飾区堀切４―16―14 1,046 2.85

東京海上火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 400 1.09

宮 本 音 久 富山県富山市長江３―５―18 394 1.07

木 内 道 征 静岡県富士市天間1461―70 293 0.80

加 藤 寛 一 大阪市住吉区南住吉１―17―９ 236 0.64

島 田   昇 東京都八王子市館町1097―２ 175 0.48

杉 浦   裕 愛知県安城市朝日町10―１ 142 0.39

計 ― 11,373 30.96

(注) １.上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が307千株あります。 

２.上記の中本商事㈱の所有株式数は当社にて事実確認した実質的な所有株式数であり、株主名簿上の株式数は

6,507 千株であります。なお、平成 15 年 12 月 16 日付で同社より大量保有報告書の提出があり、平成 15

年 10 月 20 日現在で所有株式数 11,212 千株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合 30.53％と報告さ

れておりますが事実確認した所有株式数を記載しております。 

 
5．今後の情報開示体制について 
 今後は自主点検管理体制を整え法令遵守に従ったコンプライアンス体制の強化を図り、再発防

止と適正な情報開示に努めてまいります。 
       

  以 上 


